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あけましておめでとうございます 
旧 年 中 は 大 変 お 世 話 に な り 、 あ り が と う ご ざ い ま し た 。  

昨 年 は 、新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス に 加 え て ウ ク ラ イ ナ と ロ シ ア の 戦 争 、

円 安 、 と い ろ ん な こ と に 振 り 回 さ れ ま し た 。 今 年 は 卯 年 、 ウ サ ギ の

よ う に ピ ョ ン と 跳 び 越 え た い で す 。  

さ て 、そ の 卯 年 、過 去 に ど ん な 出 来 事 が あ っ た の か 12 年 前 の 卯 年

を 調 べ て み ま し た 。12 年 前 は 、2011 年 で す 。そ う 、東 日 本 大 震 災 の

あ っ た 年 で す 。 そ の 後 、 福 島 第 1 原 発 で 大 事 故 が 起 こ り ま し た 。  

円 相 場 も 今 と 大 違 い で す 。 昨 年 は 一 時 1 ド ル ＝ 150 円 ま で 円 安 に

な り ま し た が 、 2011 年 は 何 と 1 ド ル ＝ 75 円 32 銭 の 超 円 高 に な り ま

し た 。 ス ー パ ー な ど で は 円 高 還 元 セ ー ル が 行 わ れ て い ま し た 。 2011

年 に 比 べ る と 、 昨 年 は 円 の 価 値 が 半 分 で し た 。 2011 年 は 他 の 出 来 事 も 震 災 が ら み の 記 事 が

多 く て 良 い 出 来 事 は あ ま り あ り ま せ ん で し た 。  

何 か 良 い 出 来 事 は な い か と 思 っ て 、24 年 前 1999 年 を 調 べ て み る と 、『 核 燃 料 加 工 会 社 で

国 内 初 の 臨 界 事 故 』 と あ る で は な い で す か 、 12 年 サ イ ク ル で 核 の 事 故 。 核 の 事 故 で 思 い 出

さ れ る ロ シ ア の チ ェ ル ノ ブ イ リ 原 発 事 故 は 1986 年 で す 。37 年 前 で す 。12 年 サ イ ク ル か ら は

外 れ て い ま す が 、ち ょ っ と 気 持 ち 悪 い で す ね 。現 在 、ウ ク ラ イ ナ と ロ シ ア で 戦 争 状 態 が 続 い

て い ま す 。 ロ シ ア は 核 兵 器 を 使 う こ と を 示 唆 し て い ま す 。 こ の 12 年 サ イ ク ル だ け は 絶 対 に

繰 り 返 し て 欲 し く な い で す し 、 繰 り 返 さ な い よ う に 努 力 が 必 要 か と 思 い ま す 。  

新 年 な の に 残 念 な が ら 、あ ま り 良 い 出 来 事 を 見 つ け ら れ ま せ ん で し た 。今 年 は 、本 当 に 良

い 卯 年 に な る よ う に 祈 り ま す 。  

で は 、 事 務 所 だ よ り 1 月 号 を お 送 り し ま す 。 今 年 も 引 き 続 き よ ろ し く お 願 い い た し ま す 。 

 

 ☆  お 知 ら せ （ 2023 年 1 月 の 税 務 ）  

 

期   限  項   目  

1 月 10 日  
 

前 年 12 月 分 源 泉 所 得 税 ・ 住 民 税 の 特 別 徴 収 税 額 の 納 付 (年 2 回 納 付 の 特 例 適 用 者

は 前 年 7 月 か ら 12 月 ま で の 徴 収 分 を 1 月 20 日 ま で に 納 付 ) 

1 月 31 日  
 
支 払 調 書 の 提 出  

 
固 定 資 産 税 の 償 却 資 産 に 関 す る 申 告  

 

11 月 決 算 法 人 の 確 定 申 告  

＜ 法 人 税 ・ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ・ 法 人 事 業 税 ・ (法 人 事 業 所 税 )・ 法 人 住 民 税 ＞  

 

2 月 、 5 月 、 8 月 、 11 月 決 算 法 人 の 3 月 ご と の 期 間 短 縮 に 係 る 確 定 申 告  

＜ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ＞  

 

法 人 ・ 個 人 事 業 者 の 1 月 ご と の 期 間 短 縮 に 係 る 確 定 申 告  

＜ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ＞  

 

5 月 決 算 法 人 の 中 間 申 告  

＜ 法 人 税 ・ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ・ 法 人 事 業 税 ・ 法 人 住 民 税 ＞ (半 期 分 ) 

 

消 費 税 の 年 税 額 が 400 万 円 超 の 2 月 、 5 月 、 8 月 決 算 法 人 の 3 月 ご と の 中 間 申 告  

＜ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ＞  

 

消 費 税 の 年 税 額 が 4,800 万 円 超 の 10 月 、 11 月 決 算 法 人 を 除 く 法 人 ・ 個 人 事 業 者

の 1 月 ご と の 中 間 申 告 (9 月 決 算 法 人 は 2 ヶ 月 分 ) 

＜ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ＞  

 
給 与 支 払 報 告 書 の 提 出  

  
 
給 与 所 得 者 の 扶 養 控 除 等 申 告 書 の 提 出 （ 本 年 最 初 の 給 与 支 払 日 の 前 日 ）  

 

個 人 の 道 府 県 民 税 及 び 市 町 村 民 税 の 納 付 (第 4 期 分 )（ 1 月 中 に お い て 市 町 村 の 条

例 で 定 め る 日 ）  

 

 

 ☆  日 本 版 イ ン ボ イ ス 制 度 ～ 3 万 円 以 下 基 準 続 き ～   

 

先 月 号 で 適 格 請 求 書 の 保 存 が 不 要 な 3 万 円 基 準 の 内 容 を 記 載 し ま し た 。 そ の う ち 公 共 交 通 機

関 を 利 用 し て 出 張 し た 場 合 に つ い て 補 足 し て お き ま す 。  

例 え ば 、 従 業 員 の 出 張 に 際 し て 次 の ケ ー ス を 考 え ま す 。  

①  新 幹 線 の 切 符 25,000 円 と 宿 泊 代 15,000 円 を 会 社 が 事 前 に 手 配  

→  新 幹 線 の 切 符 は 金 額 が 3 万 円 未 満 な の で 帳 簿 の み の 保 存 で オ ー ケ ー 。そ れ に 対 し 、宿 泊 代

は 公 共 交 通 機 関 で は な い の で 、 適 格 請 求 書 の 保 存 が 必 要 、 と な り ま す 。  

②  新 幹 線 の 切 符 32,000 円 と 宿 泊 代 10,000 円 を 従 業 員 が 負 担 し 、 出 張 後 に 会 社 と 精 算  

→  い ず れ も 会 社 と 従 業 員 の 間 で 決 済 し ま す の で 、新 幹 線 代 が 3 万 円 以 上 で あ っ て も 、ま た 宿

泊 代 で あ っ て も 適 格 請 求 書 の 保 存 は 必 要 な く 、 帳 簿 の み の 保 存 で 仕 入 税 額 控 除 が 認 め ら れ

ま す 。  
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 ☆  日 本 版 イ ン ボ イ ス 制 度 ～ 令 和 5 年 度 税 制 改 正 大 綱 ～   

 

昨 年 の 4 月 か ら 消 費 税 の 日 本 版 イ ン ボ イ ス 制 度 に つ い て 記 載 し て い ま す 。 本 当 に 細 か い こ と

が 多 く て や や こ し い で す 。 う ん ざ り し て い ま す が 、 昨 年 12 月 16 日 に 令 和 5 年 度 税 制 改 正 大 綱

が 発 表 さ れ 「 負 担 軽 減 措 置 」 な る も の が で き る こ と が 分 か り ま し た 。 次 の よ う な 内 容 で す 。  

 

(1) 小 規 模 事 業 者 に 係 る 税 額 控 除 に 関 す る 経 過 措 置 （ 以 下 「 2 割 特 例 」 と い う 。 ）  

(2) 一 定 規 模 以 下 の 事 業 者 に 対 す る 事 務 負 担 の 軽 減 措 置 （ 以 下 「 少 額 特 例 」 と い う 。 ）  

(3) 少 額 な 返 還 イ ン ボ イ ス の 交 付 義 務 免 除  

(4) 登 録 制 度 の 見 直 し と 手 続 の 柔 軟 化  

 

今 回 は 、 (1)に つ い て 紹 介 し ま す 。  

こ れ は 、 免 税 事 業 者 で あ っ た 者 が イ ン ボ イ ス 発 行 事 業 者 と し て 課 税 事 業 者 に な る 場 合 の 税 負

担 ・ 事 務 負 担 の 軽 減 を 図 る た め に 、 イ ン ボ イ ス 制 度 へ の 移 行 か ら 3 年 間 、 そ の 事 業 者 の 納 税 額

を 売 上 税 額 の 2 割 と す る こ と が で き る 激 変 緩 和 措 置 と 言 え ま す 。  

 

①  適 用 対 象 期 間  

適 用 対 象 期 間 は 、 令 和 5 年 10 月 1 日 か ら 令 和 8 年 9 月 30 日 ま で の 日 の 属 す る 各 課 税 期 間 で

す 。そ の た め 、免 税 事 業 者 で あ る 個 人 事 業 者 が 令 和 5 年 10 月 1 日 に 登 録 し た 場 合 に は 、令 和 5

年 分（ 10～ 12 月 分 の み ）の 申 告 か ら 令 和 8 年 分 の 申 告 ま で の 計 4 回 の 申 告 が 適 用 対 象 期 間 と り

ま す 。ま た 、免 税 事 業 者 で あ る 3 月 決 算 法 人 が 令 和 5 年 10 月 1 日 に 登 録 し た 場 合 に は 、令 和 6

年 3 月 決 算 分（ 10 月 ～ 翌 3 月 分 の み ）か ら 令 和 9 年 3 月 決 算 分 ま で の 申 告 が 適 用 対 象 期 間 と な

り ま す 。  

 

②  適 用 対 象 者  

適 用 対 象 者 は 、 イ ン ボ イ ス 制 度 を 機 に 免 税 事 業 者 か ら イ ン ボ イ ス 発 行 事 業 者 と し て 課 税 事 業

者 に な っ た 下 記 の 者 と な り ま す 。  

・ 免 税 事 業 者 が イ ン ボ イ ス 発 行 事 業 者 の 登 録 を 受 け 、 登 録 日 か ら 課 税 事 業 者 と な る 者  

・課 税 事 業 者 選 択 届 出 書 を 提 出 し 、登 録 を 受 け て イ ン ボ イ ス 発 行 事 業 者 と な る 者（ ⑤「 課 税

事 業 者 選 択 届 出 書 を 提 出 し て 登 録 を 受 け る 場 合 の 留 意 点 」 に も ご 注 意 く だ さ い 。 ）  

し た が っ て 、 イ ン ボ イ ス 発 行 事 業 者 の 登 録 を 受 け て い な い 場 合 に は 、 本 特 例 の 対 象 と は な り

ま せ ん 。 ま た 、 基 準 期 間 に お け る 課 税 売 上 高 が 1 千 万 円 を 超 え る 場 合 （ 注 ） や 、 資 本 金 1 千 万

円 以 上 の 新 設 法 人 で あ る 場 合 な ど や 、 そ も そ も イ ン ボ イ ス 制 度 と 関 係 な く 事 業 者 免 税 点 制 度 の

適 用 を 受 け な い こ と と な る 場 合 に も 対 象 か ら 除 か れ ま す 。  

 

(注 ) 免 税 事 業 者 で あ っ た 個 人 事 業 者 が 令 和 5 年 10 月 に 登 録 を 受 け た 場 合 （ 基 準 期 間 の 課 税 売

上 高 の み 考 慮 ） の 適 用 関 係 を 示 す と 次 の 通 り  

年 分  令 和 3 年  令 和 4 年  令 和 5 年  令 和 6 年  令 和 7 年  令 和 8 年  

課 税 売 上 高  800 万 円  1200 万 円  1100 万 円  900 万 円  800 万 円  1100 万 円  

適 用 の 可 否  －  －  適 用 可  適 用 不 可  適 用 不 可  適 用 可  

 

③  納 税 額 の 計 算 方 法  

こ の 特 例 は 、 売 上 税 額 の 2 割 を 納 税 額 と す る こ と で 税 負 担 の 軽 減 を 図 る も の で す 。 具 体 的 に

は 、 簡 易 課 税 制 度 に お け る 計 算 と 同 様 、  

  売 上 税 額  －  売 上 税 額 ×80％  ＝  納 税 額  （ ＝ 売 上 税 額 の 2 割 ）  

と 計 算 し ま す 。 そ の た め 、 申 告 書 の 作 成 手 順 は こ れ ま で と 大 き く 変 わ り ま せ ん 。 な お 、 簡 易

課 税 制 度 と 異 な り 、一 律 に 80％ の 税 額 控 除 を 行 い ま す か ら 、簡 易 課 税 制 度 で 求 め ら れ る 各 業 種

に 応 じ た 売 上 ・ 収 入 の 区 分 が 不 要 と な り 、 適 用 税 率 ご と の 売 上 税 額 を 把 握 す る だ け で 申 告 書 の

作 成 が 可 能 と な り ま す 。 こ れ に よ り 、 更 な る 事 務 負 担 の 軽 減 が 図 ら れ る こ と と な り ま す 。  

 

④   課 税 期 間 の 特 例 の 適 用 を 受 け る 場 合 の 適 用 除 外  

消 費 税 法 に お け る 課 税 期 間 は 、個 人 事 業 者 に つ い て は 暦 年 、法 人 に つ い て は 事 業 年 度 で あ り 、

原 則 と し て 1 年 単 位 と な り ま す が 、 一 定 の 届 出 を 行 う こ と に よ り 、 課 税 期 間 を 3 か 月 又 は 1 か

月 に 短 縮 す る こ と が で き ま す （ 課 税 期 間 の 特 例 ） 。 今 回 の 特 例 は 、 事 務 負 担 の 軽 減 の 観 点 も 踏

ま え て 措 置 さ れ る も の で 、 こ う し た 課 税 期 間 の 特 例 を 適 用 す る 一 定 の 事 務 処 理 能 力 を 有 す る 者

に つ い て は 、 本 特 例 の 対 象 か ら 除 か れ る こ と と な り ま す 。  

 

⑤   課 税 事 業 者 選 択 届 出 書 を 提 出 し て 登 録 を 受 け る 場 合 の 留 意 点  

「 課 税 事 業 者 選 択 届 出 書 を 提 出 し た こ と に よ り 事 業 者 免 税 点 制 度 の 適 用 を 受 け ら れ な い こ と

と な る 場 合 」、本 特 例 の 適 用 が 認 め ら れ ま す が 、令 和 5 年 10 月 1 日 前 か ら 課 税 事 業 者 選 択 届 出

書 を 提 出 し て い る こ と に よ り 、 引 き 続 き 事 業 者 免 税 点 制 度 の 適 用 を 受 け ら れ な い こ と と な る 同

日 の 属 す る 課 税 期 間 に つ い て は 、 本 特 例 の 適 用 を 受 け ら れ な い こ と と な り ま す 。  

 

(例 ) 免 税 事 業 者 で あ る 個 人 事 業 者 が 、 令 和 4 年 12 月 に 課 税 事 業 者 選 択 届 出 書 と 登 録 申 請 書 を

提 出 し 、 令 和 5 年 1～ 12 月 の 課 税 期 間 に つ い て 納 税 義 務 が 生 じ る 場 合 に お け る 当 該 課 税 期

間 に つ い て は 、 本 特 例 が 適 用 で き な い 。  

 

こ の 留 意 点 は 、 イ ン ボ イ ス 制 度 の 開 始 前 の 期 間 も 含 め て 特 例 を 適 用 で き る 、 あ る い は 一 つ の

課 税 期 間 が 10 月 1 日 を 境 に 分 割 さ れ 、同 日 以 後 の み 特 例 を 適 用 で き る と い う こ と に な る と 、本

特 例 の 趣 旨 ・ 目 的 に 沿 わ な か っ た り 、 制 度 が 複 雑 化 す る こ と と な る た め で す 。 そ の 上 で 、 本 特

例 の 内 容 を 予 見 で き ず 、 事 前 に 課 税 事 業 者 選 択 届 出 書 を 提 出 し て 令 和 5 年 10 月 1 日 の 属 す る

課 税 期 間 か ら 課 税 事 業 者 と な り 登 録 を 受 け よ う と す る 者 の 救 済 を 図 る た め 、 こ う し た 者 が こ の

課 税 期 間 中 （ 上 記 例 で は 、 法 案 の 施 行 予 定 日 で あ る 同 年 4 月 1 日 か ら 12 月 31 日 ま で ） に 、 課

税 事 業 者 選 択 不 適 用 届 出 書 を 提 出 し た と き は 、 当 該 課 税 期 間 か ら そ の 課 税 事 業 者 選 択 届 出 書 の

効 力 を 失 効 で き る 措 置 が 講 じ ら れ ま す 。  

こ の 措 置 を 使 え ば 、上 記 例 の 場 合 に は 、令 和 5 年 1 月 ～ 9 月 分 の 納 税 義 務 が 改 め て 免 除 さ れ 、

イ ン ボ イ ス 発 行 事 業 者 と し て 登 録 し た 日 か ら 12 月 31 日 ま で の 期 間 に つ い て 納 税 義 務 が 生 じ 、

納 税 額 を 2 割 と す る こ の 特 例 を 適 用 す る こ と が 可 能 と な り ま す 。  

 

あ と 2 項 目（ 申 告 書 へ の 記 載 事 項 、簡 易 課 税 制 度 の 選 択 の 特 例 ）あ り ま す が 、続 き は 翌 月 へ 。  


